
や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高い
サービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。〇事業の必要性や
実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
【公有財産の有効活用と適正管理】〇施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。
【ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進、マイナンバー制度の普及】〇行政手続きのオンライン化やキ 概ね予定どおり執行できた。
ャシュレス・ＡＩ・ＲＰＡの利用推進、オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定などＤＸを推進 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
し、事務の効率化、コストの縮減、セキュリティの強化にも努めます。また国の方針によるシステムの標準化や共有 どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やふれあい懇談会など
化も取り組みます。〇「マイナンバーカード交付円滑化計画」に基づき、マイナンバーカードの交付円滑化や用途拡 では、直接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することができた。
大に取り組んでいます

様

。 ■行政改革の推進に

式

ついては、行政改革推

第

進プランに沿って、各

１

事務事
【その他の取り

号

組み】〇契約制度を適

部

切に運用し、さらに契

の

約の適正化に努めます

運

。 業の見直しや行政改

営

革推進委員会による事

方

業仕分けを行うなど、

針

事業の
【男女共同参画

・

社会の実現】〇平成３

課

１年度にスタートした

の

「第三次男女共同参画

目

プラン」に基づき、男

標

女共同参画 見直し検討

設

を進めた。また、各種

定

研修をはじめ、国や県

書

との人事交流を
の趣旨

(

が一層理解されるよう

令

事業を進めます。 通じ

和

て人材育成に務め、第

 

四次総合計画を効果的

3

に推進するため、部の

年

【東京オリンピック・

度

パラリンピック、聖火

)

リレーの推進】〇東京

部

オリンピックの聖火リ

コ

レーが我孫子市を通る

ー

こと 再編、デジタル化

ド

の推進などを柱とした

0

４年度の組織体制を構

1

築した。
に伴い、我孫

部

子の将来を担う子ども

　

たちが夢や希望を持ち

名

市民の記憶に残る聖火

総

リレーとなるよう市を

務

あげて取り組 ＤＸ推進

部

は、ＲＰＡなど業務効

部

率化とセキュリティの

長

強化に努めるとと
んで

名

いきます。 もに、包括

山

委託終了後、１月から

元

次期事業者による運用

　

を開始した。
■男女が

真

共に参画する社会の形

二

成については、男女共

郎

同参画プラン実施
計画

１

に基づき、事業の推進

．

に努めた。
■東京オリ

部

ンピック・パラリンピ

の

ックは、学校連携観戦

運

や事前キャンプ
などの

営

市民参加の機会に努め

方

た。

課コード 01 課　

針

名 総務課 課長名 山﨑　

(

美弥子

２．課の目標（

予

部の運営方針を受けて

算

課の取組方針を記入）

編

部の運営方針に対する

成

課の目標への取組結果

・

■人事評価制度を中心

実

とする人事管理、研修

施

や職場環境整備を柱に

計

、総合的･効果的に人

画

材育成を進めます。 概

策

ね所期の目標を達成で

定

きた。
■給与水準の適

方

正化に努めるとともに

針

、定員管理適正化計画

な

の確実な実行により、

ど

人件費総額の抑制を図

を

ります。 ・人事評価制

踏

度の活用を行うととも

ま

に、研修計画に沿った

え

階層別の研修
■公務能

て

率の向上、職員の健康

、

増進及びワーク・ライ

基

フ・バランスの実現の

本

ため、時間外勤務の削

計

減をはじめとした をは

画

じめ各種研修の実施や

の

千葉県などへの研修派

分

遣により、効果的な人

野

労働時間の短縮を推進

別

します。 員育成に努め

計

た。
・定員管理適正化

画

計画を踏まえ、人件費

や

の抑制に努めた。
・ノ

重

ー残業デーを実施し、

点

時間外勤務の削減に努

ﾌ

めた。やむをえず長時

ﾟ

間労働を行った職員に

ﾛ

対して、産業医面談を

ｼ

実施し、職員の健康維

ﾞ

持に
努めた。

３．課の

ｪ

目標を達成する上での

ｸ

課題と対応（人員の配

ﾄ

置、組織のあり方など

、

）

厳しい財政状況の中

所

で効率的な市役所を実

管

現するためには、少数

に

精鋭による業務執行体

係

制の確立、給与水準の

る

適正化
、職員の資質向

部

上、組織・事務事業の

の

見直しは避けることが

運

できない。そのために

営

は、全職員で危機感を

方

共有するこ
とが必須で

針

あり、総務課が先導的

に

役割を担い、職員の意

対

識改革に取り組んでい

す

く。

４．原因分析・改

る

善策

（課長） （部長）

課

５．課の目標を達成す

の

るために取り組む事務

目

事業

事務事業名（個別

標

事業） 重プ 施策 指標 単

へ

位 現況値 目標値 実績値

の

達成率(％) 評価該当

取

コード

1 職員研修 重無

組

83201 職員研修の

結

年間延べ受講者数 人 1

果

,607 1,500 1

　

,596 106.4 結

　

合

2 人事評価の実施 重

分

無 83201 苦情相談

野

窓口への相談件数 件 0

別

0 0 0 結合

3 公務災害

基

補償事務 重無 0000

本

0 認定請求をしたうち

計

の認定された割合 % 1

画

00 100 100 10

の

0 現状

4 会計年度任用

目

職員の任用管理 重無 8

標

3201 会計年度任用

を

職員要望に対する充足

考

率 ％ 100 100 10

慮

0 100 現状

5 安全運

し

転管理者等の管理業務

て

重無 00000 事業所

、

職員への安全運転教育

部

等の件数 回 6 6 6 10

の

0 現状

6 定期健康診断

目

重無 00000 健康診

標

断等受診率(受診者数

を

/総職員数） ％ 55 6

達

0 47.3 78.83

成

現状

7 新規職員採用業

す

務 重無 83201 新規

る

採用職員の人事考課年

た

度評定数の平均値 点 6

め

2.2 65 62.2 9

の

5.69 現状

8 特殊健

方

康診断 重無 00000

針

特殊健康診断等受診率

を

(受診者数/有害業務

記

従事職員数） ％ 83 1

入

00 45.2 45.2

)

現状

9 管理職登用試験

【

制度の実施 重無 832

広

01 資格者名簿登載人

報

数 人 10 28 10 35

・

.71 結合

10 職員の

広

人事異動業務 重無 83

聴

201 所属長が適材適

活

所の人材配置が行われ

動

たと思う職員の割合 ％

の

91.5 75 91.5

充

122 現状

実】〇広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていき ・人事評価制度の活用を行うとともに、研修計画に沿った階層別の研修
ます。〇市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。〇若 をはじめ各種研修の実施や千葉県などへの研修派遣により、効果的な人
い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 員育成に努めた。
【情報公開の徹底】〇情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。〇ファイリングシ ・定員管理適正化計画を着実に実施し、人件費の抑制に努めた。
ステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 ・在宅勤務、時差出勤などの勤務制度を庁内へ周知し、職員の働き方改
【機能的な組織運営と人材育成】〇地方分権に対応した人材育成を図るため、各種研修の実施や人事評価の活用とと 革の推進に努めた。
もに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。さらに引き続き職制や組織体制を見直し、第四次総合計画
を効果的に推進する組織の構築を進めます。〇定員管理の適正化に努めるとともに、人件費の抑制の取り組みを進め
ます。〇働き方改革や新たな生活様式に対応するため多様な勤務体制を検討し、在宅勤務などテレワークの継続・定
着を図ります。
【リスクマネジメントの推進】〇事務処理誤りの発生を防止するため、策定した対応方針により防止策を検討・実施
し、職員一人一人のリスクマネジメントの取り組みを推進します。
【公民連携の推進と事業見直し】〇行政



の交渉 重無 00000 交渉事項の合意率（合意件数／要求件数） ％ 24 30 24 80 現状

12 職員被服貸与事務 重無 00000 必要とされる被服の貸

５

与 ％ 100 100 10

．

0 100 現状

課

1

の

3 庁内報発行事務 重無

目

00000 発行回数 回

標

2 3 2 66.67 現状

を達

14 千葉県市町

成

村総合事務組合退職者

す

事務 重無 00000 退

る

職事務に係る申請処理

た

割合 ％ 100 100 1

め

00 100 現状

に取

15 千葉県市町村職員

り

共済組合事務 重無 00

組

000 組合員からの届

む

出に伴う共済組合への

事

申告割合 ％ 100 10

務

0 100 100 現状

事業

16 我孫子市職員

事

福利厚生会事業 重無 0

務

0000 元気に業務遂

事

行している職員数割合

業

％ 99.4 100 10

名

0 100 現状

（

1

個

7 特別職報酬等審議会

別

の開催 重無 00000

事

審議会の実施率 ％ 10

業

0 100 0 0 現状

） 重

18 給与計算事務 重

施

無 00000 業務の完

施

全遂行率 ％ 100 10

策

0 100 100 現状

指標

19 労働安全衛生

単

業務 重無 00000 職

位

員数に対する災害発生

現

件数の割合 ％ 0.7 0

況

.6 0.9 66.67

値

現状

目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 職員団体と



り聖火リレーやオリンピック学校観戦が中止になる等、
【リスクマネジメントの推進】〇事務処理誤りの発生を防止するため、策定した対応方針により防止策を検討・実施 変更が多く生じたが、事前キャンプや学校連携観戦等で、市民参加の機
し、職員一人一人のリスクマネジメントの取り組みを推進します。 会をつくることができた。また、聖火リレートーチ等の常設展示を行い
【公民連携の推進と事業見直し】〇行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高い 、レガシー創出に取り組むことができた。
サービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。〇事業の必要性や
実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
【公有財産の有効活用と適正管理】〇施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。
【ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進、マイナンバー制度の普及】〇行政手続きのオンライン化やキ 概ね予定どおり執行できた。
ャシュレス・ＡＩ・ＲＰＡの利用推進、オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定などＤＸを推進 ■

様

市民と市の情報共有の

式

推進については、広報

第

あびこやホームページ

１

な
し、事務の効率化、

号

コストの縮減、セキュ

部

リティの強化にも努め

の

ます。また国の方針に

運

よるシステムの標準化

営

や共有 どを通じ行政施

方

策の情報提供に努め、

針

市政の手紙やふれあい

・

懇談会など
化も取り組

課

みます。〇「マイナン

の

バーカード交付円滑化

目

計画」に基づき、マイ

標

ナンバーカードの交付

設

円滑化や用途拡 では、

定

直接市民の生の声を聴

書

き、行政運営に反映す

(

ることができた。
大に

令

取り組んでいます。 ■

和

行政改革の推進につい

 

ては、行政改革推進プ

3

ランに沿って、各事務

年

事
【その他の取り組み

度

】〇契約制度を適切に

)

運用し、さらに契約の

部

適正化に努めます。 業

コ

の見直しや行政改革推

ー

進委員会による事業仕

ド

分けを行うなど、事業

0

の
【男女共同参画社会

1

の実現】〇平成３１年

部

度にスタートした「第

　

三次男女共同参画プラ

名

ン」に基づき、男女共

総

同参画 見直し検討を進

務

めた。また、各種研修

部

をはじめ、国や県との

部

人事交流を
の趣旨が一

長

層理解されるよう事業

名

を進めます。 通じて人

山

材育成に務め、第四次

元

総合計画を効果的に推

　

進するため、部の
【東

真

京オリンピック・パラ

二

リンピック、聖火リレ

郎

ーの推進】〇東京オリ

１

ンピックの聖火リレー

．

が我孫子市を通ること

部

再編、デジタル化の推

の

進などを柱とした４年

運

度の組織体制を構築し

営

た。
に伴い、我孫子の

方

将来を担う子どもたち

針

が夢や希望を持ち市民

(

の記憶に残る聖火リレ

予

ーとなるよう市をあげ

算

て取り組 ＤＸ推進は、

編

ＲＰＡなど業務効率化

成

とセキュリティの強化

・

に努めるとと
んでいき

実

ます。 もに、包括委託

施

終了後、１月から次期

計

事業者による運用を開

画

始した。
■男女が共に

策

参画する社会の形成に

定

ついては、男女共同参

方

画プラン実施
計画に基

針

づき、事業の推進に努

な

めた。
■東京オリンピ

ど

ック・パラリンピック

を

は、学校連携観戦や事

踏

前キャンプ
などの市民

ま

参加の機会に努めた。

え

課コード 03 課　名 秘

て

書広報課 課長名 岡田　

、

一男

２．課の目標（部

基

の運営方針を受けて課

本

の取組方針を記入） 部

計

の運営方針に対する課

画

の目標への取組結果

・

の

市民ニーズを的確に把

分

握して市政に反映させ

野

るため、市政の手紙や

別

メール、ふれあい懇談

計

会等の広聴活動の充実

画

を 東京オリンピック・

や

パラリンピック推進事

重

業については、大会の

点

無観客
図ります。 開催

ﾌ

などにより、実施内容

ﾟ

に変更が多く生じたが

ﾛ

、それ以外の事業につ

ｼ

・市民との情報の共有

ﾞ

化を進めるため、広報

ｪ

あびこやホームページ

ｸ

、報道機関への記者会

ﾄ

見などを通じ情報提供

、

を積 いては、概ね予定

所

通り執行できた。
極的

管

に行うとともに定住化

に

の促進や交流人口の増

係

加を図るため、あびこ

る

の魅力を広く市内外に

部

発信します。また、 

の

 ■広報やホームペー

運

ジ、定例記者会見等を

営

通して、市民へより分

方

かりや
情報発信の手法

針

についても研究してい

に

きます。 すい行政情報

対

の提供に努めた。また

す

、コロナ禍であったが

る

、市政ふれあ
・市民の

課

意見や要望をリアルタ

の

イムに収集し、各事業

目

に反映させるため、わ

標

かりやすく答えやすい

へ

アンケートを実施 い懇

の

談会は、感染対策を工

取

夫し、春・秋とも全地

組

区実施するとともに、

結

し、丁寧な回答を行う

果

とともに、広報への掲

　

載、各公共施設への募

　

集チラシの設置を徹底

分

して、ｅモニター数の

野

増員 市政への手紙・メ

別

ール、eモニターなど

基

で、市民の声を広く聴

本

き、市政
を図っていき

計

ます。 へ反映できるよ

画

う努めた。
・施策策定

の

の過程における市民の

目

意見反映を進めるため

標

、条例の制定改廃その

を

他基本的施策の策定に

考

おいて、引き続 ■男女

慮

共同参画社会の実現で

し

は、趣旨の理解がより

て

深まるよう「男女共
き

、

パブリックコメントを

部

行っていきます。 同参

の

画プラン（第3次）」

目

に基づき、オンライン

標

での連続講座や情報誌

を

・男女が共に参画する

達

社会の実現に向け平成

成

３１年度からスタート

す

した「第三次男女共同

る

参画プラン」に基づき

た

、様 の発行などの啓発

め

活動により、事業を推

の

進した。
々な施策を推

方

進します。また、講演

針

会の開催や情報紙の発

を

行、広報などにより、

記

市民・事業者への啓発

入

を図ります。 ■シティ

)

プロモーションの推進

【

では、新型コロナの終

広

息後を見据え、新
・教

報

育の条件整備など重点

・

的に講ずべき施策や、

広

児童・生徒等の生命・

聴

身体の保護等緊急の場

活

合に講ずべき措置など

動

型コロナ対応臨時交付

の

金を活用して、市の魅

充

力を積極的にPRする

実

ため『
について、総合

】

教育会議において協議

〇

調整するため、教育委

広

員会と連携しながら総

報

合教育会議の運営を着

あ

実に行う。 ABI R

び

OAD』を増刷、新し

こ

い生活様式を取り入れ

と

た『住み替えあびこナ

ホ

ビ
・令和３年７月３日

ー

に市内を通る予定の東

ム

京オリンピック聖火リ

ペ

レーを含め、東京20

ー

20オリンピック・パ

ジ

ラリンピッ 』を改訂し

等

た。特に、住み替えに

に

関する取組みでは、民

よ

間企業のランキ
ク競技

る

大会関連事業が、我孫

行

子の子どもたちが夢や

政

希望を持ち、市民の記

施

憶に残るものとなるよ

策

う市を挙げて取り組 ン

の

グ調査で初めて市の名

情

前が挙げられるなど、

報

効果が見られた。
みま

提

す。 ■東京オリンピッ

供

ク・パラリンピック推

を

進事業では、ホストタ

、

ウン登録
をしたスロベ

迅

ニア共和国のオリンピ

速

ック代表選手の事前キ

か

ャンプ受け入
れや事後

つ

交流の実施、白山中生

的

徒向けに今井友明選手

確

の車いすラグビー
体験

に

会実施、オリンピック

行

・パラリンピック関連

っ

展示に駐日スロベニア

て

大使をお招きするなど

い

の取り組みを行った。

き

また、聖火リレートー

■

チの
小中学校、保育園

広

の巡回展示やアビスタ

報

への常設展示を行った

・

。新型コ
ロナの影響に

広

より、聖火リレーと学

聴

校連携観戦のうちオリ

活

ンピック観戦
が中止、

動

パラリンピック観戦が

の

小中学生の観戦希望者

充

の減少による縮小
など

実

、変更が相次いだが、

で

実施できた事業につい

は

ては、市民参加の機会

、

をつくるとともに、レ

広

ガシー創出に取り組む

報

ことができた。

３．課

や

の目標を達成する上で

ホ

の課題と対応（人員の

ー

配置、組織のあり方な

ム

ど）

秘書担当は主に市

ペ

長・副市長の日程調整

ー

と管理、広聴担当は市

ジ

政への手紙・メール等

等

、広報担当は広報発行

を

及びホー
ムページの運

通

用等、男女共同参画担

じ

当は講演会や情報紙等

て

による啓発活動、あび

、

この魅力発信担当はテ

行

レビやラジオ
等を活用

政

した市内外への情報提

施

供等を担っている。昨

ま

年度はオリ・パラ聖火

す

リレー推進担当が設置

。

され、６担当が相
互に

〇

連携し、市民ニーズを

市

的確に把握し市政に反

政

映させ、市民との情報

へ

の共有化を進めていく

の

必要がある。また、若

手

者世代への情報発信に

紙

おいて、ＳＮＳの活用

や

するとともに各職員が

メ

より専門的知識・技術

ー

を習得する必要がある

ル

。

４．原因分析・改善

、

策

（課長） （部長）

５

ｅ

．課の目標を達成する

モ

ために取り組む事務事

ニ

業

事務事業名（個別事

タ

業） 重プ 施策 指標 単位

ー

現況値 目標値 実績値 達

、

成率(％) 評価該当 コ

市

ード

1 栄典事務 重無 0

政

0000 国・県の表彰

ふ

基準に該当する者、ま

れ

た、今後候補者となり

あ

得る者 件 3 3 4 133

い

.33 現状

2 報道機関

懇

への情報提供 重無 81

談

101 情報提供件数 件

会

85 85 172 202

な

.35 結合

3 パブリッ

ど

クコメント手続 重無 8

を

1202 意見公募１件

通

当たりの提出意見数 件

じ

4 10 4 40 結合

4 市

市

政ふれあい懇談会 重無

民

81102 参加人数 人

の

172 350 172 4

声

9.14 結合

5 市政へ

を

の手紙・メール 重無 8

市

1102 市政へのメー

政

ル・手紙の受付件数 件

に

461 350 461 1

反

31.71 結合

6 庁内

映

調整を要する要望・陳

さ

情 重無 81102 受付

せ

した団体等の延べ件数

ま

件 46 55 46 83.

す

64 結合

7 非常勤職員

。

の任免に関する事務 重

〇

無 00000 適正管理

若

率 ％ 100 100 10

策

0 100 現状

8 スケジ

の

ュール管理等秘書事務

情

重無 00000 市長等

報

の公務の適正執行率 ％

提

100 100 100 1

供

00 現状

9 市議会との

に

連絡調整事務 重無 00

努

000 連絡調整の達成

め

度（連絡調整した数／

た

連絡調整しなければな

。

らな ％ 100 100 1

新

00 100 現状

10 法

型

律相談 重無 00000

コ

相談者数 人 470 51

ロ

0 470 92.16 現

ナ

状

の影響によるライフスタイルの変化
い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 や終息後を見据えたシティプロモーションに取り組み、民間調査で初め
【情報公開の徹底】〇情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。〇ファイリングシ て市の名前が挙げられるなど効果がみられた。市政ふれあい懇談会は、
ステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 感染対策を工夫して、春・秋とも全地区で開催し、市民の声を市政に反
【機能的な組織運営と人材育成】〇地方分権に対応した人材育成を図るため、各種研修の実施や人事評価の活用とと 映するよう努めた。
もに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。さらに引き続き職制や組織体制を見直し、第四次総合計画 ■男女共同参画社会の実現では、第3次プランに基づき、事業を推進し
を効果的に推進する組織の構築を進めます。〇定員管理の適正化に努めるとともに、人件費の抑制の取り組みを進め た。
ます。〇働き方改革や新たな生活様式に対応するため多様な勤務体制を検討し、在宅勤務などテレワークの継続・定 ■東京オリンピック・パラリンピック、聖火リレーの推進では、新型コ
着を図ります。 ロナの影響によ



ジの管理・充実 重無 81101 年間ページ更新件数 件 3,775 4,000 4,556 113.9 拡充

12 広報の編集・発行 重無 81101 「広報あ

５

びこ」の年間配布部数

．

部 1,080,000

課

1,225,000 1

の

,080,000 88

目

.16 結合

標

13

を

暮らしの便利帳・ガイ

達

ドマップの発行 重無 8

成

1101 ホームページ

す

アクセス数 部 0 2,0

る

00 1,317 65.

た

85 結合

め

14 男

に

女共同参画プラン進行

取

管理業務 重無 4200

り

1 我孫子市第３次男女

組

共同参画プラン計上事

む

業の実施率 ％ 100 1

事

00 100 100 結合

務事

15 男女共同参

業

画啓発事業の実施 重無

事

42001 情報紙の発

務

行部数 部 2,000 2

事

,000 2,000 1

業

00 結合

名

16 シ

（

ティプロモーションの

個

推進 重無 81104 シ

別

ティセールス動画への

事

アクセス数 回 28,4

業

13 40,000 28

）

,413 71.03 現

重

状

施

17 総合教育

施

会議運営事務 重５ 52

策

101 法第１条の４に

指

掲げる協議事項、協議

標

・調整事項の合意率 ％

単

100 100 100 1

位

00 現状

現

18 e

況

モニター制度 重無 81

値

202 モニター登録者

目

数 人 368 300 36

標

8 122.67 結合

値 実

19 東京2020

績

オリンピック・パラリ

値

ンピック・聖火リレー

達

推進事業 重無 4310

成

1 事前キャンプが実施

率

されている。 ％ 100

(

100 70 70 その他

％) 評価該当 コード

11 ホームペー



携の推進と事業見直し】〇行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高い
サービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。〇事業の必要性や
実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
【公有財産の有効活用と適正管理】〇施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。
【ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進、マイナンバー制度の普及】〇行政手続きのオンライン化やキ 概ね予定どおり執行できた。
ャシュレス・ＡＩ・ＲＰＡの利用推進、オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定などＤＸを推進 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
し、事務の効率化、コストの縮減、セキュリティの強化にも努めます。また国の方針によるシステムの標準化や共有 どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やふれあい懇談会など
化も取り組みます。〇「マイナンバーカード交付円滑化計画」に基づき、マイナンバーカードの交付円滑化や用途拡 では、直接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することが

様

できた。
大に取り組ん

式

でいます。 ■行政改革

第

の推進については、行

１

政改革推進プランに沿

号

って、各事務事
【その

部

他の取り組み】〇契約

の

制度を適切に運用し、

運

さらに契約の適正化に

営

努めます。 業の見直し

方

や行政改革推進委員会

針

による事業仕分けを行

・

うなど、事業の
【男女

課

共同参画社会の実現】

の

〇平成３１年度にスタ

目

ートした「第三次男女

標

共同参画プラン」に基

設

づき、男女共同参画 見

定

直し検討を進めた。ま

書

た、各種研修をはじめ

(

、国や県との人事交流

令

を
の趣旨が一層理解さ

和

れるよう事業を進めま

 

す。 通じて人材育成に

3

務め、第四次総合計画

年

を効果的に推進するた

度

め、部の
【東京オリン

)

ピック・パラリンピッ

部

ク、聖火リレーの推進

コ

】〇東京オリンピック

ー

の聖火リレーが我孫子

ド

市を通ること 再編、デ

0

ジタル化の推進などを

1

柱とした４年度の組織

部

体制を構築した。
に伴

　

い、我孫子の将来を担

名

う子どもたちが夢や希

総

望を持ち市民の記憶に

務

残る聖火リレーとなる

部

よう市をあげて取り組

部

ＤＸ推進は、ＲＰＡな

長

ど業務効率化とセキュ

名

リティの強化に努める

山

とと
んでいきます。 も

元

に、包括委託終了後、

　

１月から次期事業者に

真

よる運用を開始した。

二

■男女が共に参画する

郎

社会の形成については

１

、男女共同参画プラン

．

実施
計画に基づき、事

部

業の推進に努めた。
■

の

東京オリンピック・パ

運

ラリンピックは、学校

営

連携観戦や事前キャン

方

プ
などの市民参加の機

針

会に努めた。

課コード

(

04 課　名 文書管理課

予

課長名 磯岡　光夫

２．

算

課の目標（部の運営方

編

針を受けて課の取組方

成

針を記入） 部の運営方

・

針に対する課の目標へ

実

の取組結果

・情報公開

施

の徹底を図り、市民と

計

の情報の共有化を進め

画

るとともに、個人情報

策

の適切な保護に努めま

定

す。そのため、 ・情報

方

公開請求及び自己に関

針

する保有個人情報の開

な

示請求を確実に処理
　

ど

ファイリングシステム

を

による文書管理を徹底

踏

します。 　し、審議会

ま

の運営も含め、制度の

え

適切な運用に努めた。

て

・３月、６月、９月及

、

び１２月の定例会並び

基

に臨時会に係る議案を

本

適切に審査の上、適正

計

に上程できるようにし

画

ま　 ・文書事務監視委

の

員によるファイリング

分

維持管理点検指導によ

野

り、適切
　す。 　な文

別

書管理に努めた。
・例

計

規（条例を除く。）の

画

制定改廃手続を適宜適

や

正に処理します。
・訴

重

訟事務を適切に、かつ

点

、スムーズに進めるた

ﾌ

めの支援を行います。

ﾟ

・行政事務に係る相談

ﾛ

に適宜適切に対応しま

ｼ

す。
・行政運営の基本

ﾞ

情報となるデータ集計

ｪ

を行うため、基幹統計

ｸ

調査を適確に実施しま

ﾄ

す。

３．課の目標を達

、

成する上での課題と対

所

応（人員の配置、組織

管

のあり方など）

継続的

に

に適正な文書管理を行

係

うため、職員に対して

る

ファイリング基準の周

部

知及び定期的な維持管

の

理点検指導を行う必
要

運

があります。

４．原因

営

分析・改善策

（課長）

方

（部長）

５．課の目標

針

を達成するために取り

に

組む事務事業

事務事業

対

名（個別事業） 重プ 施

す

策 指標 単位 現況値 目標

る

値 実績値 達成率(％)

課

評価該当 コード

1 情報

の

公開事務事業 重無 81

目

103 情報公開請求全

標

体に占める適正な情報

へ

公開の割合（全請求－

の

審査 ％ 100 100 1

取

00 100 結合

2 行政

組

情報資料室の管理・運

結

営 重無 81103 行政

果

情報資料室に備えてあ

　

る資料冊数／行政情報

　

資料室で備えて ％ 99

分

100 99 99 結合

3

野

ファイリングシステム

別

維持管理 重無 8110

基

3 全体の課に対する、

本

維持管理点検指導（年

計

２回）における総合評

画

％ 68 68 68 100

の

現状

4 統計書作成 重無

目

81103 期限までに

標

取りまとめる。 ％ 10

を

0 100 100 100

考

結合

5 例規議案等審査

慮

事務 重無 00000 例

し

規等の審査件数に対す

て

る制定改廃件数及び公

、

示件数の割合 ％ 100

部

100 100 100 現

の

状

6 個人情報保護事務

目

重無 00000 個人情

標

報の管理状況について

を

の点検回数 回 1 2 1 5

達

0 現状

7 千葉県毎月常

成

住人口調査、年齢別・

す

町丁字別人口調査 重無

る

81103 期限までに

た

提出する。 ％ 100 1

め

00 100 100 結合

の

8 文書の収受・配布・

方

発送、公印の管理及び

針

印刷業務 重無 0000

を

0 受領文書の所管課へ

記

の配布、対外文書の発

入

送、印刷を誤りなく行

)

％ 100 100 100

【

100 現状

9 統計調査

広

員確保対策事業 重無 0

報

0000 調査員登録基

・

準数７０名に対する登

広

録調査員数は超えてい

聴

るもの 人 147 150

活

99 66 結合

10 訴訟

動

事務 重無 00000 訴

の

訟・相談完結率 ％ 10

充

0 100 100 100

実

現状

】〇広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていき ・情報公開制度と個人情報保護制度の適切な運営に努め、情報公開請求
ます。〇市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。〇若 　及び自己に関する保有個人情報の開示請求を確実に処理し、適正に執
い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 　行した。
【情報公開の徹底】〇情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。〇ファイリングシ ・また、全所属を対象にしたファイリング維持管理点検指導を行い、文
ステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 　書の適正な管理に努めた。なお、令和３年度は、新型コロナウイルス
【機能的な組織運営と人材育成】〇地方分権に対応した人材育成を図るため、各種研修の実施や人事評価の活用とと 　感染症の感染防止のため、年１回の実施とした。
もに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。さらに引き続き職制や組織体制を見直し、第四次総合計画
を効果的に推進する組織の構築を進めます。〇定員管理の適正化に努めるとともに、人件費の抑制の取り組みを進め
ます。〇働き方改革や新たな生活様式に対応するため多様な勤務体制を検討し、在宅勤務などテレワークの継続・定
着を図ります。
【リスクマネジメントの推進】〇事務処理誤りの発生を防止するため、策定した対応方針により防止策を検討・実施
し、職員一人一人のリスクマネジメントの取り組みを推進します。
【公民連



査 重無 81103 県から指定された調査員数を確保し、指定された期日に調査票を 調査 4 4 4 100 結合

５．課の目標を達成するために取り組む事務事業

事務事業名（個別事業） 重施 施策 指標 単位 現況値 目標値 実績値 達成率(％) 評価該当 コード

11 基幹統計調



の高い
サービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。〇事業の必要性や
実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
【公有財産の有効活用と適正管理】〇施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。
【ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進、マイナンバー制度の普及】〇行政手続きのオンライン化やキ 概ね予定どおり執行できた。
ャシュレス・ＡＩ・ＲＰＡの利用推進、オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定などＤＸを推進 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
し、事務の効率化、コストの縮減、セキュリティの強化にも努めます。また国の方針によるシステムの標準化や共有 どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やふれあい懇談会など
化も取り組みます。〇「マイナンバーカード交付円滑化計画」に基づき、マイナンバーカードの交付円滑化や用途拡 では、直接市民の生の声を聴き、行政運営に反映することができた。
大に取り組んでいます。 ■行政改革の推進については、行政改革推進プランに沿って、各事

様

務事
【その他の取り組

式

み】〇契約制度を適切

第

に運用し、さらに契約

１

の適正化に努めます。

号

業の見直しや行政改革

部

推進委員会による事業

の

仕分けを行うなど、事

運

業の
【男女共同参画社

営

会の実現】〇平成３１

方

年度にスタートした「

針

第三次男女共同参画プ

・

ラン」に基づき、男女

課

共同参画 見直し検討を

の

進めた。また、各種研

目

修をはじめ、国や県と

標

の人事交流を
の趣旨が

設

一層理解されるよう事

定

業を進めます。 通じて

書

人材育成に務め、第四

(

次総合計画を効果的に

令

推進するため、部の
【

和

東京オリンピック・パ

 

ラリンピック、聖火リ

3

レーの推進】〇東京オ

年

リンピックの聖火リレ

度

ーが我孫子市を通るこ

)

と 再編、デジタル化の

部

推進などを柱とした４

コ

年度の組織体制を構築

ー

した。
に伴い、我孫子

ド

の将来を担う子どもた

0

ちが夢や希望を持ち市

1

民の記憶に残る聖火リ

部

レーとなるよう市をあ

　

げて取り組 ＤＸ推進は

名

、ＲＰＡなど業務効率

総

化とセキュリティの強

務

化に努めるとと
んでい

部

きます。 もに、包括委

部

託終了後、１月から次

長

期事業者による運用を

名

開始した。
■男女が共

山

に参画する社会の形成

元

については、男女共同

　

参画プラン実施
計画に

真

基づき、事業の推進に

二

努めた。
■東京オリン

郎

ピック・パラリンピッ

１

クは、学校連携観戦や

．

事前キャンプ
などの市

部

民参加の機会に努めた

の

。

課コード 05 課　名

運

施設管理課 課長名 神戸

営

　明

２．課の目標（部

方

の運営方針を受けて課

針

の取組方針を記入） 部

(

の運営方針に対する課

予

の目標への取組結果

○

算

管財担当 ○管財担当
・

編

普通財産（土地）の売

成

却や活用を検討します

・

。 ・普通財産（土地）

実

２箇所（南新木及び新

施

々田）を売却した。
・

計

施設保全台帳システム

画

等を活用し、適切な財

策

産管理を行います。 ・

定

施設保全台帳システム

方

等を活用し、適切な財

針

産管理を行った。
・新

な

たな広告収入の調査・

ど

研究を進めます。　　

を

・新たな広告収入の調

踏

査・研究を行い、市民

ま

ホールに広告付き自動

え

体外
○営繕担当 式除細

て

動器（ＡＥＤ）を設置

、

した。　　
・市有建築

基

物の工事にあたり、所

本

管部署及び工事検査室

計

との連携を図りながら

画

、建築物に求められる

の

機能・性能を確 ○営繕

分

担当
保できるよう、適

野

切な工事設計と工事監

別

督業務を実施します。

計

・市有建築物の工事に

画

あたり、所管部署及び

や

工事検査室との連携を

重

図り
ながら、建築物に

点

求められる機能・性能

ﾌ

を確保できるよう、適

ﾟ

切な工事
設計と工事監

ﾛ

督業務を実施した。

３

ｼ

．課の目標を達成する

ﾞ

上での課題と対応（人

ｪ

員の配置、組織のあり

ｸ

方など）

ファシリティ

ﾄ

マネジメントの手法を

、

取り入れ、資産経営課

所

と連携を図りながら財

管

産管理を行います。
　

に

４．原因分析・改善策

係

（課長） （部長）

５．

る

課の目標を達成するた

部

めに取り組む事務事業

の

事務事業名（個別事業

運

） 重プ 施策 指標 単位 現

営

況値 目標値 実績値 達成

方

率(％) 評価該当 コー

針

ド

1 公用車の適正な管

に

理 重無 83203 事前

対

予約車の利用率 ％ 74

す

80 74 92.5 結合

る

2 庁舎維持管理 重無 8

課

3203 保守管理の執

の

行率 ％ 100 100 1

目

00 100 結合

3 財産

標

管理 重無 83303 適

へ

正に管理した割合 ％ 1

の

00 100 100 10

取

0 結合

4 電話システム

組

(ＩＰ電話）の管理 重

結

無 83204 ＩＰ電話

果

システムの保守の実施

　

率 ％ 100 100 10

　

0 100 結合

5 市有建

分

築物の保全指導 重無 8

野

3203 施設台帳シス

別

テムの活用 ％ 100 1

基

00 100 100 結合

本

6 市有建築物の工事監

計

督 重無 83203 工事

画

竣工認定件数（評定６

の

０点以上）／全工事件

目

数 ％ 100 100 10

標

0 100 結合

7 市有建

を

築物の設計指導 重無 8

考

3203 委託事項適正

慮

完了件数（工期延長や

し

指導書交付が無いもの

て

）/全 ％ 100 100

、

100 100 結合

8 公

部

共施設等包括管理業務

の

重無 83202 包括管

目

理施設の保守管理の執

標

行率 ％ 100 100 1

を

00 100 結合

9

10

達成するための方針を記入)

【広報・広聴活動の充実】〇広報あびことホームページ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていき ファシリティマネジメントを推進する上で重要な施設保全台帳システム
ます。〇市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。〇若 等を活用し、適正な財産管理に努めた。
い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 公共施設施設等総合管理計画に基づき、施設管理のツールとして保全台
【情報公開の徹底】〇情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。〇ファイリングシ 帳システムを活用してくとともに、新たな管理手法を検討する。
ステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。
【機能的な組織運営と人材育成】〇地方分権に対応した人材育成を図るため、各種研修の実施や人事評価の活用とと
もに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。さらに引き続き職制や組織体制を見直し、第四次総合計画
を効果的に推進する組織の構築を進めます。〇定員管理の適正化に努めるとともに、人件費の抑制の取り組みを進め
ます。〇働き方改革や新たな生活様式に対応するため多様な勤務体制を検討し、在宅勤務などテレワークの継続・定
着を図ります。
【リスクマネジメントの推進】〇事務処理誤りの発生を防止するため、策定した対応方針により防止策を検討・実施
し、職員一人一人のリスクマネジメントの取り組みを推進します。
【公民連携の推進と事業見直し】〇行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質



ークの継続・定 においても更なる普及促進策や利活用の拡大、利便性が向上する施策を
着を図ります。 進めてきました。
【リスクマネジメントの推進】〇事務処理誤りの発生を防止するため、策定した対応方針により防止策を検討・実施
し、職員一人一人のリスクマネジメントの取り組みを推進します。
【公民連携の推進と事業見直し】〇行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高い
サービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。〇事業の必要性や
実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
【公有財産の有効活用と適正管理】〇施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。
【ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進、マイナンバー制度の普及】〇行政手続きのオンライン化やキ 概ね予定どおり執行できた。
ャシュレス・ＡＩ・ＲＰＡの利用推進、オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定などＤＸを推進 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
し、事務の効率化、コストの縮減、セキュリティの

様

強化にも努めます。ま

式

た国の方針によるシス

第

テムの標準化や共有 ど

１

を通じ行政施策の情報

号

提供に努め、市政の手

部

紙やふれあい懇談会な

の

ど
化も取り組みます。

運

〇「マイナンバーカー

営

ド交付円滑化計画」に

方

基づき、マイナンバー

針

カードの交付円滑化や

・

用途拡 では、直接市民

課

の生の声を聴き、行政

の

運営に反映することが

目

できた。
大に取り組ん

標

でいます。 ■行政改革

設

の推進については、行

定

政改革推進プランに沿

書

って、各事務事
【その

(

他の取り組み】〇契約

令

制度を適切に運用し、

和

さらに契約の適正化に

 

努めます。 業の見直し

3

や行政改革推進委員会

年

による事業仕分けを行

度

うなど、事業の
【男女

)

共同参画社会の実現】

部

〇平成３１年度にスタ

コ

ートした「第三次男女

ー

共同参画プラン」に基

ド

づき、男女共同参画 見

0

直し検討を進めた。ま

1

た、各種研修をはじめ

部

、国や県との人事交流

　

を
の趣旨が一層理解さ

名

れるよう事業を進めま

総

す。 通じて人材育成に

務

務め、第四次総合計画

部

を効果的に推進するた

部

め、部の
【東京オリン

長

ピック・パラリンピッ

名

ク、聖火リレーの推進

山

】〇東京オリンピック

元

の聖火リレーが我孫子

　

市を通ること 再編、デ

真

ジタル化の推進などを

二

柱とした４年度の組織

郎

体制を構築した。
に伴

１

い、我孫子の将来を担

．

う子どもたちが夢や希

部

望を持ち市民の記憶に

の

残る聖火リレーとなる

運

よう市をあげて取り組

営

ＤＸ推進は、ＲＰＡな

方

ど業務効率化とセキュ

針

リティの強化に努める

(

とと
んでいきます。 も

予

に、包括委託終了後、

算

１月から次期事業者に

編

よる運用を開始した。

成

■男女が共に参画する

・

社会の形成については

実

、男女共同参画プラン

施

実施
計画に基づき、事

計

業の推進に努めた。
■

画

東京オリンピック・パ

策

ラリンピックは、学校

定

連携観戦や事前キャン

方

プ
などの市民参加の機

針

会に努めた。

課コード

な

10 課　名 情報政策課

ど

課長名 磯岡　光夫

２．

を

課の目標（部の運営方

踏

針を受けて課の取組方

ま

針を記入） 部の運営方

え

針に対する課の目標へ

て

の取組結果

・今年度の

、

夏頃に示される予定の

基

「（仮称）自治体ＤＸ

本

推進手順書」を基に、

計

重点取組事項を中心と

画

したデジタルガ ・令和

の

３年７月に国から、自

分

治体が「自治体ＤＸ計

野

画書」を踏まえて、
バ

別

メントの推進に努めま

計

す。 着実にＤＸに取り

画

組めるよう、手順を示

や

した「自治体ＤＸ推進

重

手順書」
・電算システ

点

ムのスムーズな運用が

ﾌ

できるよう業務主管課

ﾟ

の運用サポートや委託

ﾛ

業者との調整を行いま

ｼ

す。 が発出されました

ﾞ

。市は手順書に準じて

ｪ

、重点取組事項を中心

ｸ

にＤＸ推
・電算システ

ﾄ

ムの業務毎の運用状況

、

についてモニタリング

所

を実施し、サービス水

管

準の維持・向上に努め

に

ます。 進に取り組む必

係

要があります。自治体

る

ＤＸ推進計画の重点取

部

組事項は、
・マイナン

の

バーカードの申請補助

運

や広報等により、マイ

営

ナンバーカードの普及

方

促進に努めます。 ①自

針

治体の情報システムの

に

標準化、共通化②マイ

対

ナンバーカードの普及

す

・行政手続きのオンラ

る

イン化やコンビニ交付

課

等のマイナンバーカー

の

ドを活用した施策を推

目

進し、市民サービスの

標

向上 促進③自治体の行

へ

政手続のオンライン化

の

④自治体のＡＩ・ＲＰ

取

Ａの利用
に努めます。

組

推進⑤テレワークの推

結

進⑥セキュリティ対策

果

の徹底となりますが、

　

ＲＰ
・庁内で使用する

　

パソコンなどのＯＡ機

分

器の導入・保守・管理

野

を行うと共にセキュリ

別

ティ対策の徹底を行い

基

ます。 Ａ・ＡＩ－ＯＣ

本

Ｒを導入やテレワーク

計

環境の整備等、それぞ

画

れの取組事
・情報資産

の

の保全対策として対策

目

基準どおりの運用徹底

標

と実施状況の監査を行

を

います。 項を着実に推

考

進してきました。
・社

慮

会保障・税番号制度に

し

関する業務について総

て

括し庁内の調整を図る

、

と共に、業務主管課へ

部

のサポートや情報連携

の

・業務主管課が電算シ

目

ステムのスムーズな運

標

用ができるよう、委託

を

業者
に関する委託業者

達

との調整を行います。

成

との調整や導入支援を

す

積極的に行いました。

る

・令和４年１月から運

た

用を開始した第２期基

め

幹システムについて、

の

運用
を確実にするため

方

、運用業務委託におけ

針

るＳＬＡ（サービスレ

を

ベルアグ
リーメント）

記

の協定を締結し、定期

入

的にサービス水準のモ

)

ニタリングを
実施しま

【

した。
・令和４年１月

広

から、マイナンバーカ

報

ードで全国のコンビニ

・

交付サービ
ス対応店舗

広

に設置されているマル

聴

チコピー機（多機能端

活

末機）のタッチ
パネル

動

画面を操作し、住民票

の

の写し等の証明書を取

充

得することができる
よ

実

うになりました。また

】

、ちば電子申請サービ

〇

スによる行政手続きの

広

オ
ンライン化を実施し

報

ました。
・令和４年１

あ

月にパソコン・プリン

び

タ・ネットワーク機器

こ

・仮想サーバ
環境・セ

と

キュリティ関連のシス

ホ

テムを一括調達して庁

ー

内インフラを整備
し、

ム

管理の一元化を実施し

ペ

ています。
・国は、『

ー

自治体ＤＸ推進計画』

ジ

において、マイナンバ

等

ーカードの普及
促進を

に

重点取組事項として掲

よ

げています。令和４年

る

度中にほとんどの住
民

行

がマイナンバーカード

政

を保有することを想定

施

し、マイナポイントを

策

活
用した消費活性化策

の

やマイナンバーカード

情

の健康保険証利用など

報

、マイ
ナンバーカード

提

の普及促進策や利活用

供

シーンを拡大する施策

を

を国が実施
しています

、

。市においても、カー

迅

ドの利便性向上や出張

速

申請・広報活動
などを

か

積極的に行い、引き続

つ

き普及促進を実施して

的

いきます。

３．課の目

確

標を達成する上での課

に

題と対応（人員の配置

行

、組織のあり方など）

っ

電算システムのスムー

て

ズな運用に当たっては

い

、業務主管課内のＩＴ

き

リーダー（情報管理者

Ｄ

等）を育成する必要が

Ｘ

あり
ます。

４．原因分

（

析・改善策

（課長） （

デ

部長）

５．課の目標を

ジ

達成するために取り組

タ

む事務事業

事務事業名

ル

（個別事業） 重プ 施策

ト

指標 単位 現況値 目標値

ラ

実績値 達成率(％) 評

ン

価該当 コード

1 電算シ

ス

ステムの運用 重無 83

フ

204 ＳＬＡ達成水準

ォ

％ 99.5 100 99

ー

.9 99.9 結合

2 行

メ

政手続の電子化推進 重

ー

無 83204 電子サー

シ

ビスの数 件 55 55 4

ョ

3 78.18 結合

3 庁

ン

内インフラの整備・セ

）

キュリティ対策の実施

を

重無 83204 セキュ

推

リティ対策が実施され

進

た、庁内ネットワーク

し

に接続してい ％ 100

、

100 100 100 結

市

合

4 ＩＴリーダーの育

民

成 重無 83204 研修

の

開催回数 回 1 1 0 0 結

利

合

5 社会保障・税番号

便

制度の導入 重無 832

性

04 番号制度に対応し

を

たシステムの整備 ％ 1

ま

00 100 100 10

す

0 結合

6 通信インフラ

。

の整備 重無 83204

〇

公衆無線ＬＡＮが整備

市

された数 個所 4 4 4 1

政

00 結合

7 デジタルガ

へ

バメントの推進 重無 0

の

0000 オープンデー

手

タの公開数 本 0 6 14

紙

233.33 結合

8

9

や

10

メール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。〇若 向上させ、業務の効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上
い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 につながる取組を実施してきました。ちば電子申請システムによる行政
【情報公開の徹底】〇情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。〇ファイリングシ 手続きのオンライン化や新型コロナワクチン接種券発行・封緘業務など
ステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 、４課にＲＰＡ・ＡＩ－ＯＣＲを導入し、事務の効率化、人件費の縮減
【機能的な組織運営と人材育成】〇地方分権に対応した人材育成を図るため、各種研修の実施や人事評価の活用とと につなげました。オープンデータの必要性や簡易的作成方法の情報発信
もに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。さらに引き続き職制や組織体制を見直し、第四次総合計画 を行い、１４本の公開につなげました。自治体ＤＸ推進計画において、
を効果的に推進する組織の構築を進めます。〇定員管理の適正化に努めるとともに、人件費の抑制の取り組みを進め 重点取組事項となっているマイナンバーカードの普及促進について、市
ます。〇働き方改革や新たな生活様式に対応するため多様な勤務体制を検討し、在宅勤務などテレワ



。
【公民連携の推進と事業見直し】〇行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高い
サービスを提供していけるよう、多様な手法を検討・活用し、事業の民営化や委託化を進めます。〇事業の必要性や
実施主体のあり方などについて、市民の視点を取り入れ、根本から事務事業の見直しを行います。

部の運営方針に対する部全体の総合評価
【公有財産の有効活用と適正管理】〇施設保全台帳システム等を活用し、適正な財産管理に努めます。
【ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進、マイナンバー制度の普及】〇行政手続きのオンライン化やキ 概ね予定どおり執行できた。
ャシュレス・ＡＩ・ＲＰＡの利用推進、オープンデータの取組み及び官民データ活用推進計画の策定などＤＸを推進 ■市民と市の情報共有の推進については、広報あびこやホームページな
し、事務の効率化、コストの縮減、セキュリティの強化にも努めます。また国の方針によるシステムの標準化や共有 どを通じ行政施策の情報提供に努め、市政の手紙やふれあい懇談会など
化も取り組みます。〇「マイナンバーカード交付円滑化計画」に基づき、マイナンバーカードの交付円滑化や用途拡 では、直接市民の生の声を聴き、行政運営に反映

様

することができた。
大

式

に取り組んでいます。

第

■行政改革の推進につ

１

いては、行政改革推進

号

プランに沿って、各事

部

務事
【その他の取り組

の

み】〇契約制度を適切

運

に運用し、さらに契約

営

の適正化に努めます。

方

業の見直しや行政改革

針

推進委員会による事業

・

仕分けを行うなど、事

課

業の
【男女共同参画社

の

会の実現】〇平成３１

目

年度にスタートした「

標

第三次男女共同参画プ

設

ラン」に基づき、男女

定

共同参画 見直し検討を

書

進めた。また、各種研

(

修をはじめ、国や県と

令

の人事交流を
の趣旨が

和

一層理解されるよう事

 

業を進めます。 通じて

3

人材育成に務め、第四

年

次総合計画を効果的に

度

推進するため、部の
【

)

東京オリンピック・パ

部

ラリンピック、聖火リ

コ

レーの推進】〇東京オ

ー

リンピックの聖火リレ

ド

ーが我孫子市を通るこ

0

と 再編、デジタル化の

1

推進などを柱とした４

部

年度の組織体制を構築

　

した。
に伴い、我孫子

名

の将来を担う子どもた

総

ちが夢や希望を持ち市

務

民の記憶に残る聖火リ

部

レーとなるよう市をあ

部

げて取り組 ＤＸ推進は

長

、ＲＰＡなど業務効率

名

化とセキュリティの強

山

化に努めるとと
んでい

元

きます。 もに、包括委

　

託終了後、１月から次

真

期事業者による運用を

二

開始した。
■男女が共

郎

に参画する社会の形成

１

については、男女共同

．

参画プラン実施
計画に

部

基づき、事業の推進に

の

努めた。
■東京オリン

運

ピック・パラリンピッ

営

クは、学校連携観戦や

方

事前キャンプ
などの市

針

民参加の機会に努めた

(

。

課コード 11 課　名

予

行政管理課 課長名 磯岡

算

　光夫

２．課の目標（

編

部の運営方針を受けて

成

課の取組方針を記入）

・

部の運営方針に対する

実

課の目標への取組結果

施

■事務処理誤りの発生

計

を防止するため、対応

画

方針を定め、個別事例

策

における防止策を検討

定

・実施し、リスク ■リ

方

スクマネジメントの推

針

進については、国や県

な

等から交付される補助

ど

マネジメントを推進し

を

ます。 金等交付申請事

踏

務処理誤りの防止に向

ま

け、各所属においてリ

え

スク評価の
■基本構想

て

の第三次基本計画を着

、

実に推進できる組織体

基

制を整備するとともに

本

、次期総合計画を効果

計

的に推進する組 ための

画

様式を整備し活用した

の

。
織の構築を検討して

分

いきます。 ■令和４年

野

度からスタートする第

別

四次総合計画を効果的

計

に推進するため
■行政

画

改革推進プランに基づ

や

き、事業仕分け、提案

重

型公共サービス民営化

点

制度や組織見直しを着

ﾌ

実に実行し、行政の 、

ﾟ

部の再編、デジタル化

ﾛ

の推進、係制への移行

ｼ

などを柱とした４年度

ﾞ

の
効率化を進めます。

ｪ

組織体制を構築した。

ｸ

■契約制度を適切に運

ﾄ

用し、契約の適正化に

、

努めます。公契約条例

所

の運用については、公

管

契約審議会での議論を

に

十分 ■行政改革推進プ

係

ランに基づき、行政改

る

革推進委員会による事

部

業仕分け
反映し、厳格

の

に運用していきます。

運

　 を行うなど行政のス

営

リム化に努めた。
■契

方

約業務については、制

針

度を適正に運用するこ

に

とができた。

３．課の

対

目標を達成する上での

す

課題と対応（人員の配

る

置、組織のあり方など

課

）

事務処理誤りの発生

の

を防止するためには、

目

組織的な取組が必要と

標

なり、財務や会計部門

へ

などとの関係部署と連

の

携し推
進していくこと

取

が必要となる。また、

組

厳しい財政状況の中で

結

効率的な市役所を実現

果

するためには、少数精

　

鋭による業
務執行体制

　

の確立や組織・事務事

分

業の見直しは避けるこ

野

とができない。そのた

別

め、全職員で危機感を

基

共有することが
必須で

本

あり、行政管理課が先

計

導的役割を担い、組織

画

の風土や職員の意識改

の

革に取り組んでいく。

目

４．原因分析・改善策

標

（課長） （部長）

５．

を

課の目標を達成するた

考

めに取り組む事務事業

慮

事務事業名（個別事業

し

） 重プ 施策 指標 単位 現

て

況値 目標値 実績値 達成

、

率(％) 評価該当 コー

部

ド

1 組織編制事務 重無

の

83201 常勤職員数

目

件 859 857 859

標

100.23 結合

2 定

を

員管理事務 重無 832

達

01 常勤職員数 人 85

成

9 857 859 100

す

.23 結合

3 職員提案

る

事業 重無 83201 提

た

案採用数（職場内提案

め

含む） 件 0 30 0 0 結

の

合

4 提案型公共サービ

方

ス民営化制度の推進 重

針

無 83202 制度見直

を

し進捗率 % 50 100

記

0 0 見直し

5 行政改革

入

推進プランの推進 重無

)

83201 改革項目の

【

うち見直しが実施され

広

た件数 項目 15 42 1

報

5 35.71 結合

6 工

・

事検査 重無 00000

広

工事検査結果通知書発

聴

行数／工事検査実施件

活

数 ％ 100 100 10

動

0 100 現状

7 契約業

の

務 重無 00000 入札

充

執行率（入札案件数／

実

入札対象案件数） ％ 4

】

4 44 44 100 現状

〇

8 電子調達システムの

広

運用 重無 83204 電

報

子入札執行率（物品・

あ

委託電子入札件数／物

び

品・委託入札件数 ％ 5

こ

5 56 55 98.21

と

現状

9 リスクマネジメ

ホ

ントの推進 重無 832

ー

01 リスク評価を実施

ム

した全庁共通の業務数

ペ

件 1 3 1 33.33 現

ー

状

10

ジ等による行政施策の情報提供を、迅速かつ的確に行っていき ■第四次総合計画を効果的に推進するため、部の再編、係制への移行な
ます。〇市政への手紙やメール、ｅモニター、市政ふれあい懇談会などを通じ市民の声を市政に反映させます。〇若 どを柱とした４年度の組織体制を構築した。
い世代の定住化の促進や交流人口の増加を図るため、あびこの魅力を広く市内外に効果的に発信します。 ■リスクマネジメントの推進については、国や県等から交付される補助
【情報公開の徹底】〇情報公開制度に基づき、市政に関する情報を適切かつ積極的に公開します。〇ファイリングシ 金等交付申請事務処理誤りの防止に向け、リスク評価のための様式を整
ステムの維持管理を徹底し、文書の適正な管理に努めます。 備し活用した。
【機能的な組織運営と人材育成】〇地方分権に対応した人材育成を図るため、各種研修の実施や人事評価の活用とと ■行政改革推進プランに基づき、事業仕分けを行うなど事業の見直し検
もに、国や県などとの人材交流や人材派遣を実施します。さらに引き続き職制や組織体制を見直し、第四次総合計画 討を進めた。
を効果的に推進する組織の構築を進めます。〇定員管理の適正化に努めるとともに、人件費の抑制の取り組みを進め
ます。〇働き方改革や新たな生活様式に対応するため多様な勤務体制を検討し、在宅勤務などテレワークの継続・定
着を図ります。
【リスクマネジメントの推進】〇事務処理誤りの発生を防止するため、策定した対応方針により防止策を検討・実施
し、職員一人一人のリスクマネジメントの取り組みを推進します


